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中間決算取締役会開催日 平 成 16年  8月 20日 中間配当制度の有無 有
中 間 配 当 支 払 開 始 日 平 成 16年  9月 10日 単元株制度採用の有無 有（１単元  1,000株）

1. 16年 6月中間期の業績 （平成16年 1月 1日～平成16年 6月30日）

( 1 )経営成績　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（百万円未満切捨表示）

売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

16年 6月中間期       17,154     7.2       2,339    22.6       2,340    30.3
15年 6月中間期       15,997     6.5       1,908     9.8       1,795     9.4

15年12月期       32,714－        3,609－        3,536－

1株 当 た り 中 間中間(当期)純利益 (当 期 )純 利 益
％ 円 銭百万円

16年 6月中間期        1,251    32.4          24.25
15年 6月中間期          945     6.3          18.31

15年12月期        1,928－          36.69

(注 )1.期中平均株式数 16年 6月中間期     51,611,442株 15年 6月中間期     51,633,304株
15年12月期     51,630,381株

2.会計処理方法の変更 無
3.売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

( 2 )配当状況
(注 )16年 6月中間期　中間配当金の内訳1株当たり中間配当金 1株当たり年間配当金

記念配当 － 円－銭円 銭 円 銭
16年 6月中間期           5.00－ 特別配当 － 円－銭
15年 6月中間期           5.00－

15年12月期 －          10.00

( 3 )財政状態

総 資 産 株 主 資 本 株 主 資 本 比 率 1株当たり株主資本
百万円 百万円 ％ 円 銭

16年 6月中間期       63,321       35,028     55.3        678.80
15年 6月中間期       57,601       33,084     57.4        640.77

15年12月期       57,508       33,953     59.0        657.09

(注 )1.期末発行済株式数 16年 6月中間期     51,603,527株 15年 6月中間期     51,631,737株
15年12月期     51,620,409株

2.期末自己株式数 16年 6月中間期        113,688株 15年 6月中間期         85,478株
15年12月期         96,806株

2. 16年12月期の業績予想 （平成16年 1月 1日～平成16年12月31日）

1株当たり年間配当金
売 上 高 経 常 利 益 当 期 純 利 益

期 末

百万円 百万円 百万円 円銭 円銭
通 期       35,000       4,400       2,300          5.00         10.00

(参考 ) 1株当たり予想当期純利益 (通期 )          44円57銭

※ 上 記 の 予 想 は 本 資 料 の 発 表 日 現 在 に お い て 入 手 可 能 な 情 報 に 基 づ き 作 成 し た も の で あ り 、 実 際 の 業
　 績 は 、 今 後 様 々 な 要 因 に よ っ て 予 想 数 値 と 異 な る 場 合 が あ り ま す 。
　 な お 、 上 記 業 績 予 想 に 関 す る 事 項 に つ い て は 連 結 の 添 付 資 料 の ５ ペ ー ジ を 参 照 し て く だ さ い 。
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２．中間財務諸表 
（１）中間財務諸表 

① 中間貸借対照表 
（単位：千円） 

前中間会計期間末 当中間会計期間末 
前事業年度の 
要約貸借対照表 

平成 15年 6 月 30日現在 平成 16年 6 月 30日現在 平成 15年 12月 31日現在 
科目 

金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比 

（資産の部）  ％  ％  ％ 

Ⅰ 流動資産       

１ 現金及び預金 15,691,925  12,419,121  11,018,714  

２ 受取手形 1,073,658  845,343  2,034,093  

３ 売掛金 4,448,352  5,324,909  5,361,888  

 ４ たな卸資産 4,666,052  4,752,991  4,464,686  

 ５ その他 3,367,731  1,726,240  1,430,307  

 ６ 貸倒引当金 △28,023  △38,513  △44,870  

   流動資産合計 29,219,697 50.7 25,030,092 39.5 24,264,820 42.2 

Ⅱ 固定資産       

 (１) 有形固定資産       

  １ 建物 4,123,392  3,923,112  3,997,221  

  ２ 土地 2,689,505  2,716,461  2,689,573  

  ３ その他 1,566,937  1,368,887  1,539,962  

    有形固定資産合計 8,379,835 14.5 8,008,460 12.7 8,226,756 14.3 

 (２) 無形固定資産 505,446 0.9 404,120 0.6 450,085 0.8 

 (３) 投資その他の資産       

  １ 投資有価証券 1,199,645  1,343,215  1,145,243  

  ２ 長期貸付金 16,580,180  24,750,143  19,600,383  

  ３ その他 1,860,362  3,887,075  3,931,393  

  ４ 貸倒引当金 △143,200  △101,359  △110,159  

    投資その他の資産合計 19,496,988 33.9 29,879,076 47.2 24,566,861 42.7 

    固定資産合計 28,382,270 49.3 38,291,657 60.5 33,243,703 57.8 

   資産合計 57,601,967 100.0 63,321,750 100.0 57,508,524 100.0 
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（単位：千円） 

前中間会計期間末 当中間会計期間末 
前事業年度の 
要約貸借対照表 

平成 15年 6 月 30日現在 平成 16年 6 月 30日現在 平成 15年 12月 31日現在 
科目 

金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比 

（負債の部）  ％  ％  ％ 

Ⅰ 流動負債       

１ 支払手形 4,099,059  4,356,274  4,121,641  

２ 買掛金 1,243,128  1,218,596  813,308  

３ 一年以内償還予定社債 ―  600,000  ―  

４ 短期借入金 3,000,000  3,000,000  3,000,000  

５ 未払法人税等 1,205,840  1,298,366  1,087,767  

 ６ 賞与引当金 790,893  821,734  151,000  

 ７ その他の引当金 172,560  187,130  180,100  

 ８ その他 2,205,587  2,276,947  2,162,521  

   流動負債合計 12,717,068 22.1 13,759,048 21.7 11,516,339 20.1 

Ⅱ 固定負債       

 １ 社債 10,000,000  12,400,000  10,000,000  

 ２ 退職給付引当金 1,020,677  1,317,371  1,242,191  

 ３ 役員退職慰労引当金 744,804  785,144  765,323  

 ４ その他 35,363  31,474  31,474  

   固定負債合計 11,800,844 20.5 14,533,989 23.0 12,038,988 20.9 

   負債合計 24,517,913 42.6 28,293,038 44.7 23,555,327 41.0 

（資本の部）       

Ⅰ 資本金 9,907,039 17.2 9,907,039 15.6 9,907,039 17.2 

Ⅱ 資本剰余金       

１ 資本準備金 9,867,880  9,867,880  9,867,880  

   資本剰余金合計 9,867,880 17.1 9,867,880 15.6 9,867,880 17.2 

Ⅲ 利益剰余金       

１ 利益準備金 578,170  578,170  578,170  

２ 任意積立金 10,222,915  11,213,155  10,222,915  

３ 中間(当期)未処分利益 2,560,788  3,254,817  3,285,608  

   利益剰余金合計 13,361,874 23.2 15,046,144 23.8 14,086,694 24.5 

Ⅳ その他有価証券評価差額金 △25,544 △0.0 243,705 0.4 122,268 0.2 

Ⅴ 自己株式 △27,195 △0.1 △36,057 △0.1 △30,686 △0.1 

   資本合計 33,084,054 57.4 35,028,712 55.3 33,953,196 59.0 

   負債・資本合計 57,601,967 100.0 63,321,750 100.0 57,508,524 100.0 
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 ② 中間損益計算書 
（単位：千円） 

前中間会計期間 当中間会計期間 
前事業年度の 
要約損益計算書 

自 平成 15年 1 月 1 日 
至 平成 15年 6 月 30日 

自 平成 16年 1 月 1 日 
至 平成 16年 6 月 30日 

自 平成 15年 1 月 1 日 
至 平成 15年 12月 31日 

科目 

金額 百分比 金額 百分比 金額 百分比 

  ％  ％  ％ 

Ⅰ 売上高 15,997,610 100.0 17,154,436 100.0 32,714,814 100.0 

Ⅱ 売上原価 7,265,236 45.4 7,692,725 44.9 15,207,790 46.5 

   売上総利益 8,732,373 54.6 9,461,710 55.1 17,507,023 53.5 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 6,824,105 42.7 7,121,847 41.5 13,897,864 42.5 

  営業利益 1,908,268 11.9 2,339,863 13.6 3,609,158 11.0 

Ⅳ 営業外収益       

   受取利息 95,342  111,617  206,053  

   その他 168,607  95,606  263,178  

   営業外収益計 263,949 1.7 207,223 1.2 469,231 1.4 

Ⅴ 営業外費用       

   支払利息 ―  15,171  14,838  

   社債利息 ―  28,563  32,777  

   社債発行費 190,000  17,500  190,000  

   その他 187,039  145,840  304,673  

   営業外費用計 377,039 2.4 207,076 1.2 542,290 1.6 

   経常利益 1,795,178 11.2 2,340,009 13.6 3,536,100 10.8 

Ⅵ 特別利益       

   固定資産売却益 ―  9,777  ―  

   貸倒引当金戻入益 ―  1,060  1,569  

   収用補償金 ―  ―  34,359  

   特別利益計 ― ― 10,837 0.1 35,929 0.1 

Ⅶ 特別損失       

   固定資産除却損 ―  15,304  8,166  

   関係会社株式評価損 ―  48,000  ―  

   その他 4,665  5,249  4,943  

   特別損失計 4,665 0.0 68,554 0.4 13,109 0.0 

   税引前中間（当期）純利益 1,790,512 11.2 2,282,293 13.3 3,558,919 10.9 

   法人税、住民税及び事業税 1,206,936 7.5 1,299,844 7.6 1,910,836 5.8 

   法人税等調整額 △361,859 △2.2 △269,002 △1.6 △280,332 △0.8 

   中間（当期）純利益 945,435 5.9 1,251,451 7.3 1,928,414 5.9 

   前期繰越利益 1,615,352  2,003,366  1,615,352  

   中間配当額 ―  ―  258,158  

   中間（当期）未処分利益 2,560,788  3,254,817  3,285,608  
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中間財務諸表作成の基本となる事項 
 

前中間会計期間 
自 平成 15年 1 月 1 日 
至 平成 15年 6 月 30日 

当中間会計期間 
自 平成 16年 1 月 1 日 
至 平成 16年 6 月 30日 

前事業年度 
自 平成 15年 1 月 1 日 
至 平成 15年 12月 31日 

１ 資産の評価基準及び評価方法 
 (１)有価証券 

①子会社株式 
   ……総平均法による原価法 
②その他有価証券 
 時価のあるもの 
   ……中間決算末日の市場価格

等に基づく時価法（評価差

額は全部資本直入法により

処理し、売却原価は総平均

法により算定） 
 時価のないもの 
   ……総平均法による原価法 

 
(２)たな卸資産 

  商品……個別法による原価法 
  製品……総平均法による原価法 
  材料……総平均法による原価法 
  保守修理用部品 
    ……材料よりの振替分を除き、最

終仕入原価法 
  仕掛品…総平均法による原価法 
  貯蔵品…最終仕入原価法 

１ 資産の評価基準及び評価方法 
 (１)有価証券 
   ①子会社株式 
      ……同左 
   ②その他有価証券 
    時価のあるもの 
      ……同左 
 
 
 
 
    時価のないもの 
      ……同左 
 

(２)たな卸資産 
  商品……同左 
  製品……同左 
  材料……同左 
  保守修理用部品 
    ……同左 
 
  仕掛品…同左 
  貯蔵品…同左 

１ 資産の評価基準及び評価方法 
(１) 有価証券 
①子会社株式 
   ……同左 
②その他有価証券 
 時価のあるもの 
   ……決算末日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額

は全部資本直入法により

処理し、売却原価は総平

均法により算定） 
 時価のないもの 
   ……同左 

 
(２) たな卸資産 
  商品……同左 
  製品……同左 
  材料……同左 
  保守修理用品部品 
    ……同左 
 
  仕掛品…同左 
  貯蔵品…同左 

２ 固定資産の減価償却方法 
(１) 有形固定資産 
定率法によっております。ただし、

平成１０年４月１日以降に取得した

建物（附属設備を除く）については、

定額法によっております。なお、主

な耐用年数は以下のとおりでありま

す。 
建物       ７～５０年 
機械及び装置   ８～１１年 
工具器具及び備品 ２～１５年 

(２) 無形固定資産 
定額法によっております。なお、自

社利用のソフトウェアについては社

内における利用可能期間（５年）に

基づく定額法によっております。 

２ 固定資産の減価償却方法 
 (１)有形固定資産 

同左 
 
 
 
 
 
 
 
 

(２)無形固定資産 
同左 

２ 固定資産の減価償却方法 
(１) 有形固定資産 

同左 
 
 
 
 
 
 
 
 

(２) 無形固定資産 
同左 
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前中間会計期間 
自 平成 15年 1 月 1 日 
至 平成 15年 6 月 30日 

当中間会計期間 
自 平成 16年 1 月 1 日 
至 平成 16年 6 月 30日 

前事業年度 
自 平成 15年 1 月 1 日 
至 平成 15年 12月 31日 

３ 繰延資産の処理方法 
  社債発行費 
  支出時に全額費用処理しております。 

３ 繰延資産の処理方法 
  社債発行費 

同左 

３ 繰延資産の処理方法 
  社債発行費 

同左 
４ 引当金の計上基準 

(１)貸倒引当金 
債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率

による計算額を、貸倒懸念債権及び

破産更生債権等については個別に回

収可能性を検討し、回収不能見込額

を計上しております。 
 (２)賞与引当金 
   従業員に対する賞与の支払に備える

ため、支給見込額のうち当中間会計

期間負担額を計上しております。 
 (３)製品保証引当金 
   製品の保証期間中の費用の支出に備

えるため、過年度の実績を基礎に将

来の保証見込額を加味して計上して

おります。 
 (４)退職給付引当金 
   従業員の退職給付に備えるため、当

事業年度末における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基づき、当中

間期末において発生していると認め

られる額を計上しております。 
   なお、数理計算上の差異は、その発

生時の従業員の平均残存勤務期間以

内の年数(7 年)による定額法により
翌期から費用処理しております。 

  (追加情報) 
   当社が加入する大和厚生年金基金

は、確定給付企業年金法の施行に伴

い、厚生年金基金の代行部分につい

て、平成 15年 6月 20日に厚生労働
大臣から将来分支給義務停止の認可

を受けました。 
   なお、当社は、｢退職給付会計に関す

る実務指針(中間報告)｣(日本会計士
協会会計制度委員会報告第 13 号)第
47-2項に定める経過措置を適用して
おりません。 

４ 引当金の計上基準 
 (１)貸倒引当金 

同左 
 
 
 
 
 
 (２)賞与引当金 

同左 
 
 
 (３)製品保証引当金 

同左 
 
 
 
 (４)退職給付引当金 
   従業員の退職給付に備えるため、当

事業年度末における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基づき、当中

間期末において発生していると認め

られる額を計上しております。 
   なお、数理計算上の差異は、その発

生時の従業員の平均残存勤務期間以

内の年数(7 年)による定額法により
翌期から費用処理しております。 

４ 引当金の計上基準 
 (１)貸倒引当金 

同左 
 
 
 
 
 
 (２)賞与引当金 
   従業員に対する賞与の支払いに備え

るため、支給見込額のうち当期負担

額を計上しております。 
 (３)製品保証引当金 

同左 
 
 
 
 (４)退職給付引当金 
   従業員の退職給付に備えるため、当

事業年度末における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基づき計上し

ております。 
   なお、数理計算上の差異は、その発

生時の従業員の平均残存勤務期間以

内の年数(7 年)による定額法により
翌期から費用処理しております。 

   また、当社が加入する大和厚生年金

基金は、確定給付企業年金法の施行

に伴い、厚生年金基金の代行部分に

ついて、平成 15年 6月 20日に厚生
労働大臣から将来分支給義務停止の

認可を受けております。 
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前中間会計期間 
自 平成 15年 1 月 1 日 
至 平成 15年 6 月 30日 

当中間会計期間 
自 平成 16年 1 月 1 日 
至 平成 16年 6 月 30日 

前事業年度 
自 平成 15年 1 月 1 日 
至 平成 15年 12月 31日 

   同実務指針 47-2 項に定める経過措
置を適用するとした場合、損益に与

える影響額の内訳(概算額)は以下の
通りと見込まれます。 

(単位：千円) 
代行部分返上に係る

退職給付債務消滅額 1,723,946 
返還相当額の 
年金資産 △991,139 
差 引 732,807 
代行返上に係る未認

識数理計算上の差異

の未処理額 △361,870 
代行部分返上に係る

純利益(概算額) 370,936 

 (５)役員退職慰労引当金 
   役員に対する退職慰労金の支給に備

えるため、当社内規に基づく当中間

期末要支給額を計上しております。 

 
 
 
 
 

 
 

 

 
 

 

  
 
 
 

 

 
 

 

 (５)役員退職慰労引当金 
同左 

 
 
 
 
 

 
 

 

 
 

 

  
 
 
 

 

 
 

 

 (５)役員退職慰労引当金 
   役員に対する退職慰労金の支給に備

えるため、当社内規に基づく当期末

要支給額を計上しております。 

５ リース取引の処理方法 
  リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。 

５ リース取引の処理方法 
同左 

５ リース取引の処理方法 
同左 

６ その他中間財務諸表作成のための重要

な事項 
消費税等の会計処理方法 

   消費税等の会計処理は、税抜き方式

によっております。なお、仮払消費

税等及び仮受消費税等は相殺のうえ

流動負債の｢その他｣に含めて表示し

ております。 

６ その他中間財務諸表作成のための重要

な事項 
   消費税等の会計処理方法 

同左 

６ その他財務諸表作成のための重要な事

項 
   消費税等の会計処理方法 
   消費税等の会計処理は、税抜き方式

によっております。 

 
 （表示方法の変更） 

前中間会計期間 
自 平成 15年 1 月 1 日 
至 平成 15年 6 月 30日 

当中間会計期間 
自 平成 16年 1 月 1 日 
至 平成 16年 6 月 30日 

―――――――― （中間損益計算書） 
 前中間会計期間に営業外費用の｢その他｣に含めて表示しており

ました｢社債利息｣については、当中間会計期間において金額的

重要性が増したため、当中間会計期間より区分掲記することと

いたしました。なお、前中間会計期間の｢社債利息｣は、8,454千
円であります。 
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（追加情報） 
前中間会計期間 

自 平成 15年 1 月 1 日 
至 平成 15年 6 月 30日 

当中間会計期間 
自 平成 16年 1 月 1 日 
至 平成 16年 6 月 30日 

前事業年度 
自 平成 15年 1 月 1 日 
至 平成 15年 12月 31日 

  １ 自己株式及び法定準備金の取崩等

に関する会計基準 
    当中間会計期間から｢自己株式及

び法定準備金の取崩等に関する会

計基準｣(企業会計基準第 1号)を適
用しております。 

    この適用による損益に与える影響

は、軽微であります。 
    なお、中間財務諸表等規則の改正

により、当中間期における中間貸

借対照表の資本の部については、

改正後の中間財務諸表等規則によ

り作成しております。 
―――――― 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

２ 税効果会計適用後の法人税等の負

担率 
    ｢地方税法等の一部を改正する法

律｣(平成 15 年法律第 9 号)が平成
15年 3月 31日に交付されたこと
に伴い、当期の繰延税金資産及び

繰延税金負債の計算(ただし、平成
17年 1月 1日以降解消が見込まれ
るものに限る)に使用した法定実
効税率を、前期の 41.8％から
40.4％に変更しております。その
結果、繰延税金資産の金額(繰延税
金負債の金額を控除した金額)が
37,293千円減少し、当期に計上さ
れた法人税等調整額が 36,708 千
円、その他有価証券評価差額金が

584 千円それぞれ増加しておりま
す。 

―――――― 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

―――――― 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

―――――― 

  １ 自己株式及び法定準備金の取崩等

に関する会計基準 
    当事業年度から｢自己株式及び法

定準備金の取崩等に関する会計基

準｣(企業会計基準第 1号)を適用し
ております。 

    この適用による損益に与える影響

は、軽微であります。 
    なお、財務諸表等規則の改正によ

り、当期における貸借対照表の資

本の部については、改正後の財務

諸表等規則により作成しておりま

す。 
２ １株当たり情報 

    当事業年度から｢１株当たり当期

純利益に関する会計基準｣(企業会
計基準第 2 号)及び｢１株当たり当
期純利益に関する会計基準の適用

指針｣(企業会計基準適用指針第 4
号)を適用しております。 

    なお、この適用による影響につい

ては(１株当たり情報)に記載して
おります。 

３ 税効果会計適用後の法人税等の負

担率 
    ｢地方税法等の一部を改正する法

律｣(平成 15 年法律第 9 号)が平成
15年 3月 31日に交付されたこと
に伴い、当期の繰延税金資産及び

繰延税金負債の計算(ただし、平成
17年 1月 1日以降解消が見込まれ
るものに限る)に使用した法定実
効税率を、前期の 41.8％から
40.6％に変更しております。その
結果、繰延税金資産の金額(繰延税
金負債の金額を控除した金額)が
37,273千円減少し、当期に計上さ
れた法人税等調整額が 40,072 千
円、その他有価証券評価差額金が

2,799 千円それぞれ増加しており
ます。 
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 注記事項 
  （中間貸借対照表関係） 

（単位：千円） 
前中間会計期間末 

平成 15年 6 月 30日現在 
当中間会計期間末 

平成 16年 6 月 30日現在 
前事業年度末 

平成 15年 12月 31日現在 
１ 有形固定資産の減価償却累計額 

9,397,542 
１ 有形固定資産の減価償却累計額 

9,368,781 
１ 有形固定資産の減価償却累計額 

9,649,260 
―――――― ２ 担保に供している資産 

  ㈲日本冷機の金融機関からの借入金に

対して定期預金 2,000,000 千円を担保
として差入れております。 

２ 担保に供している資産 
同左 

―――――― ３ 保証債務 
  ㈱トーニチ(大阪市天王寺区)の金融機

関からの借入金に対する念書の差入れ 
7,000,000 

３ 保証債務 
  ㈱トーニチ(大阪市天王寺区)の金融機関
からの借入金に対する念書の差入れ 

6,000,000 
 
 
  （中間損益計算書関係） 

（単位：千円） 
前中間会計期間 

自 平成 15年 1 月 1 日 
至 平成 15年 6 月 30日 

当中間会計期間 
自 平成 16年 1 月 1 日 
至 平成 16年 6 月 30日 

前事業年度 
自 平成 15年 1 月 1 日 
至 平成 15年 12月 31日 

１ 減価償却実施額          
有形固定資産 346,723 
無形固定資産 78,355 
合計 425,078 

２ 特別償却準備金の取崩し 
    中間会計期間に係る納付税額及び 

法人税等調整額は、当事業年度に 
おいて予定している利益処分によ 
る特別償却準備金の取崩しを前提 
として、当中間会計期間に係る金 
額を計算しております。 

１ 減価償却実施額          
有形固定資産 291,505 
無形固定資産 78,774 
合計 370,280 

２ 特別償却準備金の取崩し 
同左 

１ 減価償却実施額          
有形固定資産 734,679 
無形固定資産 153,593 
合計 888,273 

―――――― 
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  （リース取引関係） 
（単位：千円） 

前中間会計期間 
自 平成 15年 1 月 1 日 
至 平成 15年 6 月 30日 

当中間会計期間 
自 平成 16年 1 月 1 日 
至 平成 16年 6 月 30日 

前事業年度 
自 平成 15年 1 月 1 日 
至 平成 15年 12月 31日 

リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース

取引に係る注記 
１ 取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び中間期末残高相当額 

 
取得価額

相 当 額 

減価償却

累 計 額 

相 当 額 

中間期末

残 高 

相 当 額 

有 形 

固定資産 

そ の 他 34,625 4,620 30,004 

無  形

固定資産 44,844 6,726 38,117 

合  計 79,469 11,347 68,122 

(注)取得価額相当額は、未経過リース料中間
期末残高が有形固定資産の中間期末残高等

に占める割合が低いため、｢支払利子込み

法｣によっております。 
 
２ 未経過リース料中間期末残高相当額 

1年以内 15,402 
1 年 超 52,719 
合 計 68,122 

なお、未経過リース料中間期末残高相

当額は、未経過リース料中間期末残高

が有形固定資産の中間期末残高等に占

める割合が低いため、｢支払利子込み

法｣によっております。 
 
３ 支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 7,701 
減価償却費相当額 7,701 

 
４ 減価償却費相当額の算定方法 
  リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっております。 

リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース

取引に係る注記 
１ 取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び中間期末残高相当額 

 
取得価額 

相 当 額 

減価償却 

累 計 額 

相 当 額 

中間期末 

残  高 

相 当 額 

有 形

固定資産

そ の 他 34,625 11,054 23,570 

無  形

固定資産 44,844 15,695 29,148 

合  計 79,469 26,750 52,719 

(注)取得価額相当額は、未経過リース料中間
期末残高が有形固定資産の中間期末残高等

に占める割合が低いため、「支払利子込み

法」によっております。 
 
２ 未経過リース料中間期末残高相当額 

1年以内 15,402 
1 年 超 37,316 
合 計 52,719 

なお、未経過リース料中間期末残高相

当額は、未経過リース料中間期末残高

が有形固定資産の中間期末残高等に占

める割合が低いため、「支払利子込み

法」によっております。 
 

３ 支払リース料及び減価償却費相当額 
支払リース料 7,701 
減価償却費相当額 7,701 

 
４ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース

取引に係る注記 
１ 取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

 
取得価額 

相 当 額 

減価償却 

累 計 額 

相 当 額 

期  末 

残  高 

相 当 額 

有 形 

固定資産 

そ の 他 34,625 7,837 26,787 

無  形

固定資産 44,844 11,211 33,633 

合  計 79,469 19,048 60,420 

(注)取得価額相当額は、未経過リース料期末
残高が有形固定資産の期末残高等に占める

割合が低いため、「支払利子込み法」によっ

ております。 
 
２ 未経過リース料期末残高相当額 

1年以内 15,402 
1 年 超 45,017 
合 計 60,420 

  なお、未経過リース料期末残高相当額

は、未経過リース料期末残高が有形固

定資産の期末残高等に占める割合が低

いため、｢支払利子込み法｣よっており

ます。 
 
３ 支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 15,402 
減価償却費相当額 15,402 

 
４ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

 




